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業務員が締結した協議書は有効か

一、事実経緯

2010年1月2日、山水製鋼公司(以下、A社という) は、海洋金属製品公司(以下、B社という) と売買契約を締結し、A社が毎月B社に対して鋼材を提供する一方、B社が毎月20日を締切日として先月提供した貨物の代金を原告に支払うことで合意に達した。

然し、売買契約の履行につれて、B社がA社への未払い代金は合計で50万元に達した。A社はB社に対して何回も代金の支払いを催促したとしても、不調に終ってしまったために、裁判所にB社を訴えて、代金返済を求める。

法廷審理中、B社は、A社の提供した鋼材の品質問題に関してA社の業務員(以下、C氏という) がA社を代表し、B社に対して35万元を賠償するという趣旨の協議書1部を開示し、その証拠をもって、A社の請求する代金から該当賠償金35万元を差し引くことを要求した。

二、審理結果

裁判所は、A社がB社の開示した協議書そのものの信憑性を否認したことと、B社がA社のC氏に対する協議書の署名を授権した事実を立証できないことを根拠に、B社に対してA社へ未払い代金50万元を一括支払えと判決を下した。

三、コメント

1、 C氏の行為は代表行為に属しない。

いわゆる代表行為とは、法人或いはその他の組織の法定代表人、責任者が実施した行為である。法人におけるあらゆるメンバーが法人の名義で対外的に経営活動に従事できるとは限らない。法律、定款に決めた法人を代表し、経営活動に従事できる人を除き、法人のその他の人員が法人の名義で経営活動に従事する際、法人による委託授権を取得し、代理人の身分で法人を代理し、経営活動に従事しなければならない。

本案では、B社は、C氏はA社の法定代理人または定款に決めた法人を代表し、経営活動に従事出来ることを挙証できないだけでなく、該当事項処理をC氏に一任するA社の授権委託書をも提出できなかった。よって、C氏が代表人の身分でA社の事務を処理できず、その行為は代表行為に属さないものとする。
2、 本案は表見代理を構成しない。

本案のC氏はA社より授権委任状を交付されたことがない。従って、B社はC氏がA社の業務員であるので、授権されていたことを確信する合理的な理由を構成せず、中国の契約法第49条に決めた表見代理の成立を満たす条件を具備していない。
3、 協議書はA社に効力が生じない。

本案では、B社が協議書を否認した状況下で、C氏がA社の授権を得ずにA社を代表し、締結した協議書はA社に対して効力が生じない。故に、A社の主張する代金から賠償金を差引くというB社の答弁は成り立たないものとする。

外商投資産業指導目録(2011改定版)

昨年 12月24日付 国家発展改革委、商務部配布の『外商投資産業指導目録(2011改定版)』(以下『目録』という) は2012年1月30日より施行された。実務上『目録』の要点を下記の通り取りまとめる。

一、背景

目録は1995年から初めて配布された後、中国経済発展と対外開放の需用に応じて、その都度適宜に改定したが、今回は5回目の改定となった。

昨年、中国はWTO加盟十周年の節目を迎え、外資利用も多くの挑戦に直面し、国内において生産コストの上昇、資源環境の制約、産業構造の転換と改革など難問が山積している一方、国際経済の不透明、各国の外資導入を巡る競争の激化化が増している。目録がそのような変化に対応しようと言えよう。

二、目録の内容変化

1、更なる開放分野の拡大

目録は473条から構成し、その内、奖励類354条、制限類80条、禁止類39条、旧目録に比べそれぞれ3条増、7条減と1条減。同時に一部分野における外資持分比率の制限の取消、奨励類及び制限類における持分比率を求する条項は本来より11条減。

2、製造業改造のレベルアップの促進

ハイテク製造業を外商投資を奨励する重点分野とし、新しい技術、新しいテクニック、新素材、新設備に対する外商投資、使用、伝統産業の改造とレベルアップを奨励する。

3、戦略的な新興産業の育成

省エネ、IT技術、生物、ハイテク装備製造、新エネルギーなど戦略的な新興産業に対する外商投資を奨励する。

4、サービス業の発展の促進

サービス業への外商投資を奨励し、産業構造調整を推し進める。

5、地域調和を取れる発展の促進

西部大開発、東北地区など既存工業基地の振興、中部地区の発展を加速化する。

三、目録と旧目録との継続

目録は2012年1月30日より施行されたが、それ以降審査許可された外商投資プロジェクトは目録によって執行される。それより先に審査許可された外商投資プロジェクトは2007年版目録によって執行されるものとする。

四、目録の主な機能及び適用政策

目録における総投資3億米ドル以下の奨励類、許可類プロジェクトは国務院関係部門による審査許可を除き、地方政府関係部門が審査許可を行う。また、中西部地区における奨励類プロジェクトは15％企業所得税を適用する。

五、終わり

目録では自動車産業の健全的な発展のため、完成車製造条目を奨励類から削除されたほか、ソーラー発電用パネルに必要な多結晶、石炭化工など条目も投資過剰で奨励類から消えた。然し、目録の実施を契機に、2008年版の『中西部地区外商投資優勢産業目録』に対する環境に優しい労働集約型産業への外商投資奨励条目の追加、目録(2011改定版)に削除された一部奨励類条項の取り入れなどの改訂も政府の視野に入っている。一方、生産コスト増、環境問題などで悩まれて、中国以外の国または地域へ活路を求めるか、中国の内陸部へ引越すか迷っている、中国沿海部にある外商労働集約企業はいずれもその判断に迫られるだろう。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	外商投資産業指導目録(2011改定版)（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2012/01/30 

	2
	商務部の「十二五」期間商業フランチャイズ経営健康発展に関する指導意見
	2012/01/04

	3
	国家安全監督総局の「職業病防止法」の実施貫徹職業衛生管理監督工作の最善に関する通知
	2012/01/13

	4
	交通運輸部の道路水路交通輸送環境保護「十二五」発展計画の配布に関する通知
	2012/01/13

	5
	最高裁、最高検、人力資源と社会保障部、公安部の労働報酬の支払い拒否に対する案件検査処理工作の強化に関する意見
	2012/01/14
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